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昭和 37 3839 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 計
新　潟 6 3 2 4 8 8 9 16 16 10 6 15 19 122
富　山 4 8 6 4 7 5 14 10 16 1611 18 14 133
石　川 4 5 4 10 5 8 15 11 9 7 9 15 6 108
福　井 4 4 3 2 2 6 2 3 15 11 7 14 3 76

















40年（A） 45　年 49年（B） B／A
? 事業所数（100） 5，581 6，529 6，971 124．9
従業者数（1000人） 9，921 11，680 11，502 115．9?
出荷額（億円） 294，971 690，3471，275，742 432．5
北 事業所数（100） 401 492 518 129．1
従業者数（1000人） 561 668 667 118．9?
出荷額（億円） ll，309 2τ049 51，523 455．6
? 事業所数（100） 165 198 219 132．7
従業者数（1000人） 210 254 276 131．4
潟 出荷額（億円） 4，457 10，393 20，278 454．9
? 事業所数（100） 46 56 60 130．4
従業者数（1000人） 123 151 147 119．5?
出荷額（億円） 3，124 7511 15，098 483．2
? 事業所数（100） 107 142 144 134．5
従業者数（1000人） 127 145 135 106．2?
出荷額（億円） 2，169 5，273 9，083 418．8
福 事業所数（100） 83 96 95 114．4
従業者数（1000人） 101 118 109 107．9






41年ω33，488 5，054 1，638 2，375 549 208 43，312
44年 37，569 5，560 1，652 2，550 620 224 48，175
48年（B） 41，984 5，903 1，843 2，855 741 234 53，560















































































































































































































































































































































































































恒常的勤務 出　稼　ぎ 人夫・日雇 自　営　業
?








































































































































































































































































































































45年 49年 45年 49年
総　　　　数 45．6 60．5 36．0 25．3
0．5ha未満 82．0 91．8 5．6 3．3
0．5　～　1．0 48．0 6τ6 25．4 14．2
1．0　～　1．5 23．7 45．5 53．6 34．3
1．5　～　2．0 11．9 28．2 74．6 51．8
2．0　～　3．0 5．0 16．2 89．0 70．7































水稲作付 労働 動力耕 トラク 労働 動力 労働 動力 労働 動力 バイン コンパ 労働 動力 動力も
規　模　別 うん機 タ　ー 田植機 防除機 脱穀機 ダ　ー イ　ン 乾燥機 みすり
時間 台数 台数 時間 台数 時間 台数 時間 台数 台数 台数 時間 台数 機台数
平　　　均




　ム2『 ぱ 　ム7｛P ム6．『
80a未満14．0 8．6 0．022．7 0．0 2．2 1．9 44．6 74 0．0 0．0 4．1 1．2 1．9
80～　5014．1 6．8 0．0 21．2 0．2 2．6 4．7 41．6 9．7 1．4 0．2 5．2 4．0 8．6
50～10018．7 8．8 0．020．1 0．8 2．2 5．9 88．7 9．0 8．8 0．4 5．7 70 5．8
100～15018．710．7 0．4 16．5 1．6 2．1 7129．3 8．5 5．0 2．2 6．8 8．9 8．0
150～20010．712．7 0．9 15．8 2．8 1．6 7824．9 9．1 5．8 4．8 6．8 10．1 8．5
200～8008．8 9．8 8．5 14．2 8．8 1．9 10．618．6 6．6 2．8 79 5．6 1L89．8




























新　潟 富　　山 石　　川 福　井 全　国
調査農家1戸当　　　　　　（a）　120．3り作付面積








































新　潟 富　山 石　川 福　井 全　国? 購 入 1，650 2，478 1，791 1，790 1，795? ? 給 2，782 2，920 2，9484，038 3，038? ? ?
1，634 1，694． 1，829 1，337 1，683
計 ? 6，066 7，092 6，568 7，165 6，516













光 熱　動　力　費 145 116 109 113125? ? の他諸材料費 82 126 135 104 121土地改良及び水利費 330 343 303 376237
賃借料及び料金 177 593 189 262 298? 建物及び土地改良設備費 272 273 159 131 203
農 償　　　却　　　費 1，406 1，456 1，607 1，217 1，498?
そ　　　の　　　他 150 142 104 38 92? ?
小　　　　　　計 1，556 1，5981，711 1，255 1，590?















小　　　　　　計 2，709 2，983，084 4，183，040
副 産　　物　　価　　額 190 163 139 123 283?
1 次　生　産　費 5，876 6，929 6，4297，042 6，233?





















全　国 北　陸 新　潟 富　山 石　川 福　井? 区　画　整　理　済 28．6 55．8 63．3 32．4 70．946．2














理 30　a　　以　　　　上 4．4 5．8 3．0 10．6 2．7 12．3







































































































































































































全国 701，560 444，500277，400，975， 6，335， 8，018， 5．7 14．3 28．9




















石川 2，4201，030 47021，00028，500 42，8008．7 27．7 90．6















































































フー 石川 70 40 16 71 276 1251，014 6，9007，813




















40 年働 46 年 49 年　⑱） B
作付面積 収穫量 作付面積 収穫量 作付面積 収穫量 作付面積 収穫量
全　　国 606，0002，831．00599，0005，183．00563．004，669．000．93 1．14
北　陸 32，700 686．80 32，800744．9 29．28 674．900．89 0．98
新　潟 19，000393．9018，500399．6017．20 375．600．91 0．95
富　　山 4，800 136．005，000119．10 3．61 88．50 0．75 0．65
石　　川 5，100 82．00 5，000142．50 4．76 138．40 0．93 1．69















































































石　　川 県入荷総量 入　荷　量 比　　　率
1～　3月 9，857t 1，934t 19．6％野
4　～　　6 17500 8，169 46．6
7　～　　9 15，561 8，670 55．7
10　～　12 21，671 13，819 63．7菜 計 64，589 32，592 50．4
1～　3月 10，099 13 0．1?
4　～　　6 8β27 369 4．4
7　～　　9 15，765 11，203 71．0









































































｛A） 福　　井 829 854 474 58 42．8 641 181 55．8
昭 全　　国 2，945 1，776 2，022 454 81．8 2，299 501 40．1
和 北　　陸 8，051 866 2，184 598 28．4 2，400 509 86．1
49 新　　潟 2，787 961 1，775 700 85．1 2，195 457 48．8年? 富　　山 8，485 847 2，588 895 24．7 2，665 574 81．8
石　　川 8，118 682 2，480 681 21．9 2，675 612 25．5
｛Bl 福　　井 8，811 796 2，514 一　801 24．1 2，845 478 84．0
全　　国 8．8 4．8 5．1 6．1 △　6．7 8．5 4．0 △15．7



















石　　川 8．4 2．1 4．1 12．8 △18．0 8．6 4．8 △19．9







































































































































































































































農家数 面　　積 農家数 面　　積?
数（戸，ha） 5，570 1，940 3，590 1，837
0．5ha未満 4．5 1．2 58．2 60．3?
0．5　～　0．7 77 3．9 15．0 13．9?
0．7　～　1．0 8．1 4．4 9．2 10．9?
1．0　～　1．5 19．0 14．2 11．1 12．5?
1．5　～　2．0 18．3 20．1 5．6 2．2?
2．0　～　2．5 13．5 9．1 一 一?
2．5　～　3．0 13．5 12．9 一 一















平　　　　均 86．9 81．9 92．9％
0．3ha未満 1275 118．4 92．9
0．3　～　0．5 1274 122．3 95．9
0．5　～　1．0 109．3 102．9 94．1
1．0　～　1．5 91．4 879 96．2
1．5　～　2．0 770 70．8 91．9
2．0　～　3．0 68．7 64．3 93．6
3．Oh8以上 58．9 56．5 95．9
（農林省『生産費調査報告書』により作成）
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本家的経営といえるようなものではないということである。前述したように
大規模な農家は中・大型の機械を導入して新しい栽培技術体系をつくりつつ
あるが，家族経営の範ちゅうを出るものではない。
　2つ目は，生産者組織，農家以外の事業体による農業経営などである。生
産者組織としては47年に表27のように2，604組織あるが，そのうち共同利
用組織，集団栽培組織が多く，両者を合せると67％になる。このうち稲作の
組織がとくに多いのは，兼業農家が農外所得を求めながらも，稲作の生産性
を高めようとする姿勢をあらわすものである。このほか，受託組織，畜産生
産組織，協業経営組織（3°）など合せて865組織ある。なお，農家以外の事業体
としては農業センサス（昭和50年）によれば協業経営，会社，公共団体など
783事業体ある。これらの事業体は全国の6．3％をしめるにすぎず，決して多
いとはいえないが，これまでの農家とは質的に異った生産力をもち，農民の
個別経営を否定するものといわねばならない。
　以上，農家経済の窮迫によってたえず農民層の分解が進行しているが，そ
うしたなかで大規模な農家（3．Oha以上）や農業事業体もあらわれつつある
が，これらの性格をめぐって，伊藤喜雄氏の「資本型上層農」（31），大内力氏
表27　農業生産組織　（昭和47年）
共同利用
組　　織
稲?????
?????? ????
稲
菜
計
???
培?
??
集
組
受託組織｛：欝
畜産生産組織
協業経営組織? ?
北　　　陸
687（26．4％）
69（　2．6）
12（　0．5）
30（　1．2）
73（　2．8）
871（　33．4）
790（　30．3）
78（　3．0）
868（　33．3）
16（　0．6）
455（　1「τ5）
471（　18．1）
62（　2．4）
332（　12．7）
2，604（100．0）
新　潟
425
39
　6
17
67
554
290
　7
297
　4
181
185
31
183
1，250
富　山
112
11
　2
　5
　1
131
268
35
303
　5
96
101
18
58
611
石　川
95
8
　3
　3
　4
113
104
15
119
　1
119
120
12
55
419
福　井
???????【0?????
??
128
21
149
方?????
1
36
324
囲　1．資料は、農林省「農業生産組織調査報告」（昭和47年）
　2．受託組織に共同利用組織、集団栽培組織、協業経営組織が農業経営又は
　　農作業の受託を併わせ行なっている組織を含む。
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の「大型小農」（32）などがあるが筆者の今後の課題である。
む　す　び
　経済の「高度成長」＝資本の高畜積は農村の過剰人口を顕在化させ，農村
から大量の労働力が大都市に流出した。北陸の農村もその例外ではあり得な
かった。そのうえ，北陸では1960年代の後半から工業化が進展し，「地域労
働市場」の形成が就業構造を大きく変えた。だが，北陸の労働市場が農村の
過剰人口を吸収したとはいえ，依然として新規学卒者の域外流出や出稼ぎは
っついており，しかも多くの農家労働力を通勤兼業という形態でしか吸収し
得なかった。
　北陸の農業はもともと米単作経営が支配的であったが，兼業化の進展にっ
れてますますその性格を強めた。兼業農家は労働力不足に対応して機械を導
入したが，固定資本の増加は農業経営を圧迫している。多くの農家が農業所
得のみでは農家経済を維持，向上させることができず，農外所得を不可欠と
しており，兼業農家，なかでも第2種兼業農家の増加が著しい。もちろん，
農家のなかには米のほかに野菜，畜産，果樹を導入して農業所得を高めてい
る農家も少数ではあるがみられる。また，農家のなかには請負耕作によって
経営規模を拡大している農家もある。さらに，生産者組織や農家以外の事業
体もいくつかみられる。これらの農家や事業体は中型機械化一貫作業体系に
よって省力栽培につとめ生産性を高めているが，その経営は必ずしも安定し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たものではない。これら上向展開する農家の性格をめぐっては，既にかなり
の研究成果がみられるが，筆者の今後の研究課題として，個別，具体的な調
査研究をつみ重ねてゆきたい。
　なお労働市場の展開についてはたんに工業の立地展開と産業部門間の不均
等発展，産業構造の変貌だけでなく，「都市機能の集積」と「富（価値）の流
れ」をも検討しなければならないであろう。今後の研究課題である。
（註）
（1）伊藤喜雄「現代日本農民分解の研究」，1973年，御茶の水書房。
（2）吉田寛一編r労働市場の展開と農民層分解」，1974年，農山漁村文化協会。
　　川村琢，湯沢誠編r現代農業と市場問題」，1976年，北海道大学図書刊行会。
　　吉田寛一編『高度経済成長と地域の農業構造」，1975年，農山漁村文化協会。
　　清山卓郎『日本経済の構造と展開」，1976年，ミネルヴア書房。
　　三橋時雄編「戦後日本農業の史的展開」，1975年，ミネルヴァ書房。
　　田代洋一「農家労働力流動化の現段階的性格」（田代隆，花田仁悟編著r現代日本資
28
　本主義における農業問題j，1976年，御茶の水書房，所収）。
　　石橋俊治，御園喜博編『兼業農業の構造」，1975年，東大出版会。
（3）通産省『我が国鉱工業生産の地域構造」1975年，p．3。
（4）労働省『労卒市場白書」（昭和51年版），1976年，pp．78～79。
（5）拙稿「米作の衰退と過疎地域の形成」石井素介編著『商品生産の転換にともなう過
　疎地域の形成・変動」，1974年，広文社，所収）。
（6）経済企画庁『新経済社会発展計画」，1970年，p．41。
（7）前掲（6），p．35。
（8）三橋時雄編『戦後日本農業の史的展開」，1975，ミネルヴア書房，P268。
（9）科学技術庁資源調査会『北陸地域工業開発に関する調査報告」（1963年）も「今日に
　おける最大の悩みは労働力不足の問題である」（P．123）とのべている。
（10）新潟県総合開発審議会『県勢発展のための長期構想一望ましい地域社会の形成一」
　第1部，総説，1970年，p．66。
（11）富山県『第3次富山県勢総合計画」総合計画編，1966年，p．88。
（12）富山県『第4次富山県勢総合計画』，1970年，p．48。
（13）富山県『住みよい富山県をつくる総合計画』，1973年，p．54。
（14）石川県『石川県総合開発計画一豊かな県民生活の未来像を求あて一』，1968
　年，p．72。
（15）石川県『県勢発展計画一県民福祉向上への道一」，1972年，p．42。
（16）福井県『新総合開発計画」，1968年，p．269。
（17）前掲（4）
（18）前掲（4）
（19）川崎敏氏は「低賃金地域と流出地域，高賃金地域と流入地域との関係は深い」と述
　べている（川崎敏「三大労働市場における吸引労働力の地域構造」，地理学評編第36
　巻8号，1963年，p．495）。
（20）拙稿「農村地域工業導入事例調査報告書一石川県柳田村一」，農村地域工業導入
　促進センター，1975年。
　　拙稿「能登北部地域の農業構造と工業導入」（名古屋通産局『農村地域工業開発拠点
　調査報告書一石川県能登北部地域一』，1975年，所収）。
（21）拙稿「山村工業化の現状とその振興策」（山村振興調査会『越後豪雪山村の農林業振
　興と工業開発」，1976年，所収）。
（22）中安定子「日本資本主義の農業把握と労働力移動」（農政調査委員会国内調査部編『成
　長メカニズムと農業」，1970年，御茶の水書房，所収p59）。
（23）並木正吉『農村はかわる」，1960年，岩波書店
（24）農家労働力の流出形態と農業経営の変化について個別・具体的な実態についてはつ
　　ぎの論文・報告を参照されたい。
　　　北林吉弘・中山実・古川春夫・新藤正夫・須山盛彰・竹腰一雄「鈴木自動車工業K
　　Kの立地に伴う地域社会の変容」（r地域開発問題研究」第2集，1973年）。
29
　　大懸武生「黒部市における工場立地とその地域効果一Y．K．Kを例として一」
　　（『地域開発問題研究」，第3集，1973年）。
　　中尾俊雄「新規工場進出に伴う労働力の再編成について一氷見プラスチック工場
　を例として一」（『地域開発問題研究」，第4集，1974年）。
　　大懸武生「工場立地に伴う周辺農村の変貌一黒部市村椿地区における農業の解体
　を中心として一」（『地域開発問題研究」，第4集，1974年）。
　　名古屋通産局『農村地域（富山県砺波平野）工業開発拠点調査報告書」，1973年。
　　北陸農政局『北陸における企業の進出と農業の対応」，1971年。
　　山口素光，藤原壮介「農村労働力の構成と就業の実態」（富山大学経済学部，北研資
　料，No．9，1972年）。
（25）作付面積の減少率は新潟9．1％であるが，他の3県はこれより大きく，富山15．6％，
　石川15．9％，福井12．2％である。米の生産調整に対する対応のちがいを反映したもの
　といえよう（金崎肇，北林吉弘，古川春夫，須山盛彰「北陸米作地域における生産調
　整政策に対する地域的対応」（『地理学評論」，第44巻第12号，1971年，所収）。
（26）北陸農政局『北陸農業情勢報告」（昭和49年度）。この調査は蒲原平野の生産費調査
　農家65戸のなかから経営耕地規模1ha以上で作業委託を行っていない農家を対象と
　し，そのなかでトラクター，動力田植機，自脱型コンバインのいずれも所有する農家
　を「機械化一貫農家」，これら3機種をいずれも所有しない農家を「普通農家」と規定
　して両者を比較したものである。
（27）北陸農政局『北陸農林水産統計」（1975年）によれば，昭和50年の早生品種作付面
　積割合は新潟二74．4％，富山＝59．4％，石川＝87．9％，福井＝52．7％である。
（28）北陸農政局『北陸農業の生産力構造」，1975年，p64。
（29）北陸農政局『北陸の野菜」，1973年，p35。
（30）協業経営の一つとして，部落ぐるみの協業経営がみられるが，生産手段の高度化に
　対応した耕地規模の拡大にしかすぎない（拙稿「稲作協業経営の成立条件」，日本地理
　学会予稿集，10，1976年）。
（31）前掲（1）
（32）大内力『日本における農民層の分解」，1969年，東大出版会。
